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①計画変更の背景（海岸法の改正）

・本計画書は平成26年の海岸法改正を踏まえて、平成15年に策定された海岸保全基本計画
を変更するものである。
・海岸法改正の主な内容は以下の通り（1～5）。

（１）減災機能を有する堤防等の海岸保全施設への位置付け
・（背景）東日本大震災で堤防が壊れ、背後地の被害が拡大
・（改正）緑の防潮堤など粘り強い構造の堤防の位置づけ
・（改正）防災、減災対策に関する協議会の設置

出典 改正海岸法パンフレット（平成26年）
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（2）水門・陸閘等の操作規則等の策定
・（背景）東日本大震災で水門陸閘の操作者が多数犠牲
・（改正）操作方法、訓練等に関する規則策定の義務付け
・（改正）障害物の処分に関する仕組みを整備

（3）海岸保全施設の維持・修繕基準の策定
・（背景）高度成長期に整備された施設が、今後急速に老朽化
・（改正）管理者が施設維持、修繕すべきことを明確化
・（改正）統一的な維持、補修の基準を策定

出典 改正海岸法パンフレット（平成26年）
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（4）座礁船舶の撤去命令
・（背景）海岸保全区域内の座礁船舶を撤去させる仕組みが未整備
・（改正）座礁船舶を撤去させる仕組みを整備

（5）海岸協力団体制度の創設
・（背景）民間団体等では海岸における多様な活動を実施
・（改正）海岸の維持等を適切に行える海岸協力団体に認定し、活動を促進

出典 改正海岸法パンフレット（平成26年）
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②計画変更のポイント（津波に対する防護水準）

（背景）
・東北地方太平洋沖地震による津波被害を教訓に、津波対策として「レベル1津波（ハード対
策）」と「レベル2津波（ソフト対策中心）」を想定することになった（平成23年）。
・これを受けて、秋田県沿岸のレベル1津波を設定し、高潮・津波に対する設計水位および計
画堤防高を見直した（平成25年）。

（主な変更内容）
・レベル1津波とレベル2津波における防護水準の考え方を記載。[p13～14]
・秋田沿岸の設計水位の一覧表を記載。[p15]
・津波防災地域づくり、多重防護の考え方を記載。[p18、24]

地域海岸名
※1

対象地震 地区名
設計津波
の水位
（T.P.+m）

高潮・波浪
防護高
（T.P.+m）

津波、高潮
のチェック

計画
堤防高
（T.P.+m）

八森地域海岸 庄内沖地震（ 1833 ） 八森地域海岸 4.7 5.5 高潮 5.5

能代地域海岸 北海道南西沖地震（ 1993 ） 能代地域海岸 4.1 5.5 高潮 5.5～6.8※2

北浦～畠漁港 3.0 5.5 高潮 5.5

表 秋田沿岸の設計水位

・
・
・
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③計画変更のポイント（海岸保全施設の維持又は修繕）

（背景）
・今後、老朽化した海岸保全施設が急増する。また、予算や人員確保等の課題も多い。
・これを受けて、海岸法の一部改正（平成26年）において、海岸保全施設の維持・修繕基準が
策定された。

（主な変更内容）

・定期的な巡視または点検を行い、施設の維持及び修繕を計画的に実施することを記載。
[p17、29]
・各海岸の維持又は修繕の考え方を、施設諸元とともに、一覧表に整理。[p30～33]

・
・
・

表 海岸保全施設整理表
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④その他の変更 ※軽微な文章修正等を除く。

変更項目（海岸保全基本計画書） 対応ページ
・海岸線延長の更新 p1,5,25
・沿岸自治体の合併を反映 p1,6,27
・海岸法の一部改正（平成26年）の内容を反映 p3,4
・東日本大震災の記載を追加 p5,7,8
・ハタハタの漁獲量を更新 p9
・漂着ゴミの状況を追加 p9
・海岸利用のイベントを更新 p11
・海岸協力団体の記載を追加 p20
・環境保全の取り組みの記載を追加 p20
・津波避難施設の記載を追加 p22
・整備対象海岸整理表の更新 p28
・施設等の写真を更新 随所

変更項目（海岸保全施設整備計画図） 対応ページ
・整備計画区域および受益地域の更新 全てのページ
・既存施設区域の更新 全てのページ


